
（旧さくら銀行）

２．職員一人当たり業務純益・粗利経費率【単体】

(百万円、％）

12年度 11年度

11年度比

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 355,401 41,942 313,459 

職員一人当たり（千円） 26,562 5,497 21,065 

（２）　業　　務　　純　　益 411,377 83,293 328,084 

職員一人当たり（千円） 30,745 8,697 22,048 

（３）業務純益（一般貸倒繰入前・除く国債等債券損益） 347,455 36,492 310,963 

職員一人当たり（千円） 25,968 5,070 20,898 

 粗     利     経     費     率 51.3 △ 4.6 55.9 

（注）職員は、執行役員（取締役兼務者は除く）及び海外の現地採用者を含み、臨時雇員、嘱託及び出向
　　　者を除いております。
　　　職員一人当たり算出の職員数は、平均人員数。
　　　粗利経費率＝経費（除く臨時処理分）／業務粗利益

３．国内利鞘【単体】

（％）

12年度 11年度

11年度比

（１）資金運用利回（Ａ） 1.92 △ 0.46 2.38 

※収益・費用の計上基準変更影響勘案後 1.92 △ 0.07 1.99 

貸出金利回（Ｃ） 2.07 0.02 2.05 

有価証券利回 1.27 0.06 1.21 

（２）資金調達原価（Ｂ） 1.19 △ 0.48 1.67 

資金調達利回 0.23 △ 0.42 0.65 

※収益・費用の計上基準変更影響勘案後 0.23 △ 0.01 0.24 

預金等利回（Ｄ） 0.17 0.00 0.17 

外部負債利回 0.69 △ 0.16 0.85 

経費率 0.96 △ 0.06 1.02 

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） 0.73 0.02 0.71 

※収益・費用の計上基準変更影響勘案後 0.73 0.00 0.73 

　　　預貸金利鞘（Ｃ）－（Ｄ） 1.90 0.02 1.88 

　※金融商品に係る会計基準の適用に伴い、金利スワップ利息等の収益・費用について当期より
　　従来の総額表示から純額表示に変更したことによる影響を勘案したもの。
　　（11年度を純額ベースに読み替え）

４．有価証券関係損益【単体】

（百万円）

12年度 11年度

11年度比

国 債 等 債 券 損 益 7,945 5,450 2,495 

売　却　益 14,202 △ 7,716 21,918 

売　却　損 △ 4,481 11,811 △ 16,292 

償　還　益 54 △ 3,072 3,126 

償　還　損 △ 1,446 4,630 △ 6,076 

償　　　却 △ 384 △ 204 △ 180 

株  式  等  損  益 51,481 △ 290,279 341,760 

売　却　益 160,707 △ 245,601 406,308 

売　却　損 △ 28,944 984 △ 29,928 

償　　　却 △ 80,281 △ 45,662 △ 34,619 


